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研究成果の概要（和文）：　本研究は、北米、中国、東アジア諸国においてグローバルな事業活動を展開する中
小企業に対して、円滑な活動のために必要となるビジネス文化の国際比較に関する基礎的知見を提供することを
目的とした。
　主要な結論は、次の２点である。①先行研究のデータ分析から、9つのビジネス文化と有意な相関を有する計
29個の社会経済的要因を統計的に抽出、人種・宗教などのほか経済要因が一定程度ビジネス文化と相関し、影響
を与えている可能性があることを明らかにした。②８ヶ国１２２件の仮設事例アンケート調査の回答から、日本
とビジネス文化の類似性が高い国として、先行研究と異なりマレーシア、タイの２ヶ国が指摘できることを明ら
かにした。

研究成果の概要（英文）：This research aims to provide basic information on international comparison 
of business culture required for smooth activities to small and medium sized enterprises developing 
global business activities in North America, China and East Asia countries. The main conclusions of 
this research are the following two points.
　① From the data analysis of the preceding research, it was made clear statistically that nine 
business cultures have a significant correlation with total of 29 socio-economic factors such as 
race, religion, size of GDP etc., and it is possible to say that some economic factors of them are 
affecting business cultures.  ② The questionnaire survey in 8 countries with respondents 122 person
 indicated thattwo countries, Malaysia and Thailand, can be pointed out as countries with high 
similarity of business culture with Japan, contrary to the point indicated by previous studies.

研究分野：経営学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 我国経済のグローバル化とアジア諸国の
急成長に伴い、我国の中小企業においても、
米国のほか中国や東南アジアに事業を展開
する企業が増加している。しかし、一方では、
国際的事業提携交渉、現地工場における人事
雇用管理などの面で、「経営スタイル」や「ビ
ジネス文化」の相違に関連したトラブル・訴
訟が少なからず発生している。 
我国中小企業は、海外展開の経験や専門家
に乏しい。本研究は、ビジネス文化に関する
国際的基礎知識を、科学的体系的に提供する
ことを目指しており、地域の「中小企業」を
支える「グローバル人材」を育成するための
「知的基盤」を形成する基礎研究として社会
的な意義があると考えられる。 
 
２．研究の目的 
本研究は、北米、および中国やアジア諸国
において「グローバル」な事業活動を展開す
る「中小企業」に対して、その円滑な活動の
ために必要となる、「ビジネス文化の国際比
較」に関する「基礎的知見」（主要国のビジ
ネス文化の特徴とその要因）を提供すること
を目的としている。 
 
３．研究の方法 
（１）対象国： 
研究対象国としては、日本を基準国として
設定し、北米（米国、メキシコ）、中国、東
南アジア（タイ、ベトナム、シンガポール、
マレーシア、タイ）とした。 
（２）先行研究の整理とビジネス文化の背
景・要因分析： 
ビジネス文化の国際比較に関する書籍や
文献は、T.M. Robert など国内外に多数存在
するが、多くは著者自身の実務経験などを基
に契約交渉や雇用・人事等に関連した各種ノ
ウハウを整理し紹介するに留まっている。一
方で、これらの体験的な情報を踏まえつつも、
馬越恵美子などビジネス文化の国際比較、な
いしはビジネス文化を含む社会的な価値観
全体の国際比較を、具体事例に基づく「実証
的論理的」分析により明らかにしようとする
研究も行われている。さらには、大規模なア
ンケート調査を通じて社会的価値観に関す
る定量的データを収集し、「統計的手法」に
よる分析に基づいて国際比較を行う取組み
も少なからず存在し、次の 4つが代表的なも
のとなっている。 
・G. Hofstedeの IBM価値観調査（1980年）  
・F.Trompanaarsの価値観調査（1993年） 
・R. J. Houseの GLOBE調査（2004年）  
・R. F. Inglehart の世界価値観調査（1981
年） 
 本研究全体において、これら実証的研究の
成果を踏まえて、その手法を継承しつつ、比
較の主体を日本に置き、我国中小企業の展開
が著しい米国、メキシコ、中国、東南アジア
諸国との比較分析に重点を置いた分析を行

った。具体的には、上記先行研究のビジネス
文化に関する国際比較データを入試整備し
た上で、人種、宗教、政治体制、１人当り
GDP などビジネス文化との相関が深いと想
定される社会経済的要因に関する国際比較
データを収集し、両者を相互に関連付けた多
変量解析を行うための「ビジネス文化データ
ベース」を構築した。対象国は、上記データ
の入手容易性と経済規模等を勘案し世界 44
ヶ国とした。 
（３）「簡易な実証的仮設実験」の実施： 
本研究では、幾つかの対処策の選択を問う
ことによって、被験者が重視する考え方、関
係性、価値観など（所謂ビジネス文化の特徴）
を間接的に把握分析しようとする手法を採
用した。これは、交渉学の重要な基礎理論と
なっている認知心理学において行われてい
る実験手法から類推開発したものである。 
具体的には、ビジネス文化の分析視点とし
て９つの視点を設定し、その上で、各視点毎
に２項目（計１８項目）の具体的ビジネス交
渉事例を想定した仮設質問調査票を作成、国
内外の企業等従業員に回答を依頼するアン
ケート調査（無記名）を実施した。依頼先は、
大手自動車部品メーカー、および大手電子部
品メーカー等であり、日本および７ヶ国の日
系企業事業所等の従業員計１２２人から回
答を得た。ここに、あらためて各社のご協力
に深謝申し上げる次第である。 
（４）総合的な分析： 
本研究においては、この様にして得た「ビ
ジネス文化データベース」と、上記の「アン
ケート調査回答結果のデータ」を統合し、次
の観点から研究対象国のビジネス文化に関
する特徴とその背後に存する社会的要因の
抽出作業に重点をおいた分析を行った。 
①日本と比較した対象国のビジネス文化
の特徴・差異、類似性の把握 
②その様な特徴等が生じている背景・要因
を、「経済発展度」「人種」「宗教」「政治体制」
等の観点からパターン化類型化し分析する 
③先行研究と今回調査結果のギャップを
経済発展に伴う「ビジネス文化の変化」とし
て捉える（詳細は、後述）。 
（５）研究期間： 
研究期間は、当初２０１４年度から２０１６
年度の３ヶ年を想定していたが、米国大統領
選挙後におけるＴＰＰ協定発効の流動化等
により、訪問調査予定企業の担当部署が多忙
化する等、訪問時期を２０１７年４月以降に
延期して欲しいとの要請が相次ぎ、調査スケ
ジュールの延期、再調整が不可避となった。
このため、研究期間としては、２０１７年３
月の時点で当初の３ヶ年を１年間延長し、２
０１４年度から２０１７年度の４ヶ年間に
変更した。なお、延期していた海外訪問調査
（タイ、シンガポール、マレーシア）の海外
訪問調査が、結局諸般の都合により２０１８
年３月となったことから、仮設実験回答内容
の分析、最終報告書のとりまとめ、実務参考



テキストの作成は、結局２０１８年９月末を
目途とすることとなった。 
この間、２０１７年５月、２０１８年６月
に中間報告書を作成し関係者に配布した。 
 
４．研究成果 
 本研究から得られた成果を要約すれば、下
記の通りである。 
 
（１）先行研究（ビジネス文化データベース）
の分析から得られた結論： 
 ①まず、ビジネス文化に関する９つの視点
から、日本および検討対象７ヶ国の先行研究
におけるビジネス文化の特徴を整理すれば
下記の通りである。 
表１先行研究におけるビジネス文化の特徴 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 例えば、日本は、「長期、安定、長期、高
コンテキスト」の４点で比較的強い傾向を有
しており、タイは、極めて強い「集団」志向
を有し、「協調、短期、個別」の面でも比較
的強い志向を有していることが分る。 
 ②次に、この様な国毎の 9つのビジネス文
化の特徴が、どの様な社会経済的要因と関係
しているのかについて、多変量回帰分析を実
施した。結論としては、９つの視点のうち、
「権威./平等」「個人/集団」「安定/リスク」
「長期/短期」「現世/禁欲」「コンテキスト高
/低」「実力/現状」「普遍/個別」の 8 つの価
値観については、「キリスト教（プロテスタ
ント）」「アングロサクソン」「モンゴロイド」
「軍事政権」「高齢人口比率」「女性議員比率」
など計 29 個の社会経済的要因との有意な相
関が確認された。他方、「競争/協調」につい
ては、幾つかの有意性を持つ社会経済的要因
を抽出できたものの、全体として十分な相関
をもつ要因群を抽出するには至らなかった。 
③抽出した 29 個の社会経済要因のうち、例
えばゲルマン系の諸国は、「平等、個人、リ
スク、現世、普遍」、モンゴロイド系の諸国
は「権威、集団、安定、長期、個別」の点で、
他の人種と比較し統計上有意の特徴を有し
ているなど、人種や宗教、政治体制毎に特定
のビジネス文化のパターンを有しているこ
とがデータ上で明かとなった。 

 表２ ビジネス文化と社会経済的要因 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
但し、この様なビジネス文化のパターン化、
類型化にあたっては、人種など既存の他の社
会経済要因との内部相関関係にも十分留意
する必要があることが、今回の分析から得ら
れた重要ポイントである。 
表３ 人種（例：ﾓﾝｺﾞﾛｲﾄﾞ）とビジネス文化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
④他方、１人当り GDP など経済的要因につい
ては、ビジネス文化との関係の程度は、全体
では１割程度に留まるが、「個人/集団」「長
期/短期」「実力/現状」「普遍/個別」の４つ
のビジネス文化の視点については、標準偏相
関係数合計値の２～３割を占めており、これ
らの視点については、ビジネス文化と経済的
要因が深く関連していることが判明した。 
⑤ビジネス文化と経済要因の関係を、「経済
発展度（低開発国、発展途上国、先進国）」
との相関で見た場合、ビジネス文化の９つの
視点のうち４つの視点については、「経済発
展段階」と深く相関していることが統計的に
確認された。また、これら４つのビジネス文
化の視点は、他のビジネス文化の視点とは異
なり、前述の様に経済的要因との相関が一定
程度認められる。したがって、「経済発展」
が進み経済要因が大きく変化した場合、当該
国における「ビジネス文化」も変化する傾向
が存在し得ると言うことができるものと推
察される。具体的には、経済発展によりビジ
ネス文化は、「集団志向」から「個人志向」
へ、「短期志向」から「長期志向」へ、「現状
志向」から「実力志向」へ、「個別志向」か
ら「普遍志向」へと変化し得るものと考える。 



ここで指摘した「ビジネス文化」の経済発
展段階などによる変化の可能性については、
経済発展段階などが、前述の様に人種、宗教
等と深い関係を有していることを考慮する
必要があり、時系列分析による実証研究や、
そのような変化を促すプロセスについて慎
重な検討が必要であろう。 
表４ ビジネス文化と経済発展段階 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
また、後述する様に、本研究における８ヶ
国のアンケート調査において、近時経済発展
の著しいタイ、ベトナム、マレーシアなどに
おいて、回答結果が先行研究と必ずしも一致
しない事例が多く存在しており、ここで採り
あげた経済発展によるビジネス文化の変化
の可能性から、その様な事例を検討する必要
があると推察される。 
 
（２）仮設交渉事例に基づくアンケート調査
の回答結果の分析から得られた結論： 
 本研究では、近時の我国中小企業の海外展
開に資するビジネス文化関する基礎的知見
を蓄積することを目的としたことから、日本 
を基準国とし、米国、メキシコ、中国、シン
ガポール、タイ、ベトナム、マレーシアの計
７ヶ国においてアンケート調査を実施し、比
較分析を行った。その結論は次の通りである。 
①アンケート調査の回答結果において、日本
と対象７ヶ国との間で統計上有意の差異が
多く存在したのは、全質問項目１８個のうち、
「会食の勘定負担方法」など計４項目であっ
た。他方、統計上差異が全く確認できなかっ
た質問項目は、「上司の指示への対応」など
計６項目となった。後者の差異が認められな
かった６項目については、質問設定の面で再
検討の必要があるが、一方で、ビジネス文化
の共通点として認識することも必要である
と考えられる。 
②回答結果を国別にみると、日本とビジネス
文化の類似性が高い国としては、相関係数等
を利用して比較した場合、シンガポール、マ
レーシア、タイの３ヶ国が指摘できる。この
結果は、先行研究の分析から当初推計された
内容（類似性の高い国；中国、シンガポール）
とかなり相違しており、また、一般に中小企

業経営者の間で言われている「ベトナムは日
本と文化面で親和度が高い」といったイメー
ジと大きく異なる結果となった。 
  表５ ビジネス文化の類似性・相違性 
 
 
 
 
 
 

 
③今回アンケート調査においては、この様に
中国、ベトナム、マレーシア、タイにおける
類似性に関する結論が、先行研究や一般的イ 
メージと異なる結果となっている。その要因
の一つとては、先行研究において、前述の様
に、そのデータの蓄積が１９８０年代から行
われている点が指摘できる。すなはち、アジ
ア諸国における近時の急速な経済成長、経済
発展と共にビジネス文化も一体的に変化し
ていると考えられ、その様な変化がこれら先
行研究には十分には反映されていない可能
性がある。これは、先に指摘した経済要因と
の相関の高い４つのビジネス文化の視点「集
団/個人」等において不一致が多くなってい
る点とも整合する。 
 また、中国、ベトナムについては、権威志
向、集団志向の面で先行研究等において、日
本との類似性が高いとされているが、今回の
アンケート調査結果からは、その様な権威志
向、集団志向の対象・意味内容が、国毎に微
妙に異なる点が明らかになった（詳細は後
述）。この様な点に関する理解が不足してい
ることが、前述の様な認識差の要因となって
いると推察される。 
 なお、今回の仮設事例に関するアンケート
調査自体についても、回答サンプル数が必ず
しも十分に得られているわけではなく、また、
設定した事例内容に関する妥当性について
も、今後慎重に検討する必要がある点には留
意が必要である。 
 ④今回のアンケート調査と先行研究の結
果を総合し、上記の様な諸点も加味した上で、
日本、および日本と比較した対象７ヶ国のビ
ジネス文化の特徴とその背景・要因を簡単に
整理すれば下記の通りである。 
 日本 ： 先行研究からは、「競争、安定、
長期、高コンテキスト」のビジネス文化が強
く、モンゴロイド系、発展途上国型のビジネ
ス文化のパターンに属する。しかし、今回調
査回答からは、「友人への融資の際に借用書
をとる」とする回答等にみられるように、「個
人、普遍」といったビジネス文化の傾向も確
認でき、先進国型の傾向も強くなりつつある
と考えられる。 
 米国 ： 先行研究においては、「平等、
個人、リスク、実力、普遍」といったビジネ
ス文化が強く、典型的なアングロサクソン系、
キリスト教（プロテスタント）型、先進国型
のビジネス文化のパターンとなっている。今



回調査回答ともほぼこの点は一致している
が、「値引きへの対応」「欲しい物は貯金して
から買う」等の質問への回答からは、「長期、
禁欲」の面で先行研究以上に強い傾向も確認
される結果となった。 
 メキシコ ：先行研究からは、「集団、短期、
現世」の強いビジネス文化の傾向が指摘され、
ラテン系、発展途上国型のパターンとなって
いる。この傾向は、今回調査回答においても
ほぼ同様の結果となっているが、「会社方針
への対応」「値引きへの要請」「友人への融資
における借用書」の回答において、「権威、
長期、個別」の傾向も一定程度示されている。
スペイン等による植民地支配の歴史や近時
の経済成長の影響もあると考えられる。 
 中国 ：先行研究からは、「集団、リスク、
長期、個別」のビジネス文化の傾向が指摘で
き、発展途上国型、モンゴロイド系の典型的
事例ということができる。この傾向は、今回
調査においてもほぼ同様の結果となってい
るが、「上司の指示への対応」「親族の会社へ
の対応」「就職先の選択」等の回答において、
「平等、個人、安定」の傾向も一定程度示さ
れており、社会主義から自由経済体制への移
行と、近時の急速な経済発展のもとで、ビジ
ネス文化も影響されつつあると推定される。 
 シンガポール ：先行研究からは、中国と同
様に「集団、リスク、長期、個別」のビジネ
ス文化の傾向が指摘できる。発展途上国型、
モンゴロイド系のパターンであり、中国と極
めて類似した傾向が存在する。これは、シン
ガポールの人口のうち７割強を中国系が占
めており、かつ経済活動の主要な担い手とな
っていることに基づくものと推察される。ま
た、１人当り GDP では世界有数の地位にある
ものの、依然経済規模自体は小さく（2013 年
GDP：0.3 兆＄、同４４ヶ国平均 1.5 兆＄）、
人的ネットワークに強く依存した経済活動
が重視されることも背景となっているもの
と推測される。 
 他方、今回調査回答からは、「上司の指示
への対応」「親族の会社への対応」などの回
答において、「平等、個人、安定」の傾向も
読み取ることができ、経済発展とともに緩や
かではあるが、先進国型のビジネス文化への
シフトも進みつつあるように推察される。 
 マレーシア ：先行研究からは、「権威、集
団、リスク、低コンテキスト」のビジネス文
化の傾向が指摘でき、低開発国型、イスラム
教型のパターンとなっている。これは、人口
の６割をイスラム教徒が占め同宗教を国教
とすること、１９６３年の独立までは、長く
英国の支配を受け、１９８０年代からのマハ
ティール首相による経済発展政策が奏功す
るまでは低開発国の状態にあったことなど
と関連が深いものと考えらえる。他方、今回
の調査回答からは、「上司の指示への対応」
「親族の会社への対応」「大口取引における
交渉目的」の回答において、「平等、個人、
普遍」といった先進国型の傾向も読み取るこ

とができる。同国の１人当り GDP（2013 年）
は、すでに１１千＄/人の水準にあり、近隣
国であるタイ（2013 年同５千＄/人）を大き
く上回るなど、経済の発展にともなった先進
国型のビジネス文化が波及し始めているこ
とが背景にあると考えられる。 
 タイ ：先行研究からは、「集団、協調、
短期、個別」のビジネス文化の傾向が指摘で
き、低開発国型、モンゴロイド系のパターン
となっているが、国教である仏教とビジネス
文化との関係は弱い。仏教は、キリスト教（例 
プロテスタント）などと比較した場合、ビジ
ネス文化に与える影響は弱く、今回抽出した
社会経済的要因２９個には該当していない。 
他方、今回調査回答との関係では、「上司
の指示への対応」「親族会社への対応」「値引
き要請への対応」「大口取引先との交渉」の
質問回答においては、先進国型の「平等、個
人、長期、普遍」の傾向も一定程度示されて
いる。マレーシアとの比較で見ると１人当り
GDP は前述した様に依然低いものの、経済規
模では自動車産業などを中心にシンガポー
ルやマレーシアを抜く規模にまで拡大した
こととの関連が推測される（2013 年 GDP：タ
イ 0.4 兆＄、マレーシア 0.3 兆＄）。 
 ベトナム ：先行研究からは、「集団、リス
ク、低コンテキスト、個別」の強いビジネス
文化の傾向が指摘され、低開発国型、モンゴ
ロイド系、米英植民地型のパターンとなって
いる。また、フランス植民地、社会主義国や
軍事政権型のビジネス文化の特徴も少なか
らず確認できる。この傾向は、今回調査回答
においても概ね一貫して現れているが、一方
で、「上司の指示への対応」「親族の会社への
対応」「就職先の選択基準」「好ましい上司」
「大口取引先との交渉」の質問においては、
タイ、マレーシアと同じ様に、先進国型の「平
等、個人、安定、普遍」といったビジネス文
化も一定程度確認された。 
 前述の中小企業経営者が一般に抱いてい
るベトナムのビジネス文化に対するイメー
ジ（日本と親和的等）は、今回の研究からは
必ずしも確認できず、逆にマレーシアやタイ
と比較し、類似性はさほど高くないとの結論
となった。その背景として、次の諸点がある。 
 ・「権威志向」の面で見ると、「会食の勘定
負担」の質問回答に現れている様に、ベトナ
ムでの上下関係の尊重は、職場内に限定され
職場外では平等な関係が当然視され、日本人
が一般的にイメージする職場の内外を通じ
た上下関係の尊重とは異なる。この様な傾向
は、中国での回答にも現れており、社会主義
の経験国か否かが大きく影響しているもの
と推察される。 
 ・また、「集団・リスク・個別」の面を見
ると、ベトナムは、経済発展が依然低開発国
から発展途上国へ移行する段階に留まって
おり、一方で若年層が多く高齢化比率が７％
（2013 年）と極めて低く、日本(同２５％)、
さらには４４ヶ国平均（同１２％）をも大き



く下回っている点が特徴となっている。これ
らの点が、「親族の会社への対応」「資産運用
は安全志向かリスク志向か」「友人への融資
における借用書」に関する今回回答に示され
ている様に、「集団・リスク・個別」の面で
日本と大きく異なった特徴を有している要
因となっていると考えられる。 
 
 以上から、中小企業が東南アジア地域に進
出するにあたっては、各国のビジネス文化に
ついて、人種、宗教、政治体制等の社会構造
に根差した根幹部分が存在していることを
認識し、十分な知識を持つことが重要である。
しかし、一方で、経済発展段階に応じて緩や
かではあるが先進国型にシフトしうる部分
も存在しており、これらを良く識別し対応す
ることが必要である。中小企業が、進出国で
の事業展開を円滑に進める上で、この点が重
要な視点であることを結論とし提言とする。 
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